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１．物質に関する基本的事項 

（1） 分子式・分子量・構造式 

物質名： オクタブロモジフェニルエーテル 
（別の呼称：オクタブロモジフェニルオキサイド） 
CAS 番号：32536-52-0 
分子式：C12 H2 Br 8 O 
分子量：801.34 
構造式： 

  

（2） 物理化学的性状  

本物質は、白色もしくは微黄色の粉末である。1)  
融点 75-220 ℃（熱分解点）1)  

沸点 記載なし 

比重 2.76（25 ℃）1)  

蒸気圧 < 10-7 mmHg 1)  

換算係数 該当せず 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）(logPow) 5.5 1) 、6.29 2)  

加水分解性 なし 

解離定数 水存在下で解離する基をもたない 

水溶性 < 0.001 mg/L（25 ℃）1)  

（3） 環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性および蓄積性は次の通りである。 

分解性 
好気的：OECD Closed bottle 試験（28 日）において分解しない 3)  
嫌気的：報告は見当たらない 
非生物的： 
（OH ラジカルとの反応性）：報告は見当たらない  
（直接光分解）：日光を用いた試験では直接的光分解が速やかに進行し 4) 、主に 4

あるいは 6 臭素化同属体に変換される 5)   
BOD から算出した分解度：0%（28 日）3)  
濃縮性：4 あるいは 5 臭素化同属体よりも大幅に小さいと推定される 6)  
生物濃縮係数（BCF）：5-50 (種々の魚類) 6)  

 
 

［５］ オクタブロモジフェニルエーテル 
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（4） 製造輸入量及び用途 7)  

① 生産量・輸入量等 

本物質の平成 13 年における国内販売量は 4ｔ、国外販売量は 0t であった 8) 。国内･国外販

売量の推移を下図に示した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

本物質の市販品は純品の化学物質ではなく、表 1.1 に示すように、多臭素化ジフェニルエ

ーテル同族体の混合物として市販されていたが、現在では純度 90％以上のものも海外では市

販されている 9) 。 
表 1.1 オクタブロモジフェニルエーテル市販品の組成 

 （％） 
    Br 数 
商品名 

5 
（ﾍﾟﾝﾀ） 

5 & 6 
（ﾍﾟﾝﾀ&ﾍｷｻ）

6 
（ﾍｷｻ） 

7 
（ﾍﾌﾟﾀ）

8 
（ｵｸﾀ） 

9 
（ﾉﾅ） 

10 
（ﾃﾞｶ） 

その他

DE-79 10)   11  44 31 10 0.5 3.5 

FR-1208 11)  0.1  8.2 58.8 25.3 6.7 0.9 0.12 

Saytex 111 12)  0.2  8.6 45.0 33.5 11.2 1.4  

典型例 10)   10.5-12.0  43.7-44.5 31.3-35.3 9.5-11.3 0-0.7  

 

② 用 途 

本物質の主な用途は、ＰＥＴ、ＰＢＴ、ＰＳ、ＰＰ、ＡＢＳ、エポキシ樹脂等に添加する

難燃剤である。 
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２．暴露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や、水生生物の生存・生育を

確保する観点から、実測データをもとに基本的には特定の排出源の影響を受けていない一般

環境等からの暴露を評価することとし、安全側に立った評価の観点からその大部分がカバー

される高濃度側のデータによって暴露量の評価を行った。原則として統計的検定の実施を含

めデータの信頼性を確認した上で最大濃度を評価に用いている。 

（1） 環境中分布の予測 

本物質の環境中の分布について、各環境媒体間への移行量の比率を EUSES モデルを用いて

算出した結果を表 2.1 に示す。なお、モデル計算においては、面積 2,400 km2、人口約 800 万

人のモデル地域を設定して予測を行った 1)。 
 

表 2.1 各媒体間の分布予測結果 
 分布量(％) 

 大   気 
 水   質   
 土   壌 
 底   質 

     0.03 
     0.6 
    55.7  
    43.6   

 

（2） 各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。各媒体ごとにデータの信頼性が確

認された調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.2
に示す。 

 
表 2.2 各媒体中の存在状況 

媒体 
幾何 

平均値 

算術 

平均値

最小値 最大値 検出 

下限値

検出率 調査 

地域 

測定年 文献

 

公共用水域・淡水       µg/L 

           

公共用水域・海水       µg/L 

 

底質(公共用水域・淡水) µg/kg 

           

底質(公共用水域・海水) µg/kg 

 

<0.1 

 

<0.1 

 

<7 

 

<7 

 

<0.1 

 

<0.1 

 

<7 

 

<7 

 

 

 

 

 

<7 

 

 

 

 

 

 

 

13 

 

 

0.1 

 

0.1 

 

7 

 

7 

 

0/7 

 

0/18 

 

1/4 

 

0/12 

 

全国 

 

全国 

 

全国 

 

全国 

 

1987

 

1987

 

1987

 

1987

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 
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（3） 人に対する暴露の推定（一日暴露量の予測最大量） 

公共用水域淡水の実測値を用いて、人に対する暴露の推定を行った。ここで公共用水域の

データを用いたのは、飲料水等の分析値が得られなかったためである（表 2.3）。化学物質の

人による一日暴露量の算出に際しては、人の１日の呼吸量、飲水量及び食事量をそれぞれ 15 
m3、2 L 及び 2,000 g と仮定し、体重を 50 kg と仮定している。 

 
表 2.3 各媒体中濃度と一日暴露量 

 媒 体 濃   度 一 日 暴 露 量 

 
 
 
 
平 
 
 
均 
 
 
 

大 気 
 一般環境大気 
 室内空気 
 
水 質 
 飲料水 
 地下水 
 公共用水域・淡水 
 
食 物 
 
土 壌 

 
データは得られなかった 
データは得られなかった 
 
 
データは得られなかった 
データは得られなかった 
0.1 µg/L 未満程度 (1987) 
 
データは得られなかった 
 
データは得られなかった 

 
データは得られなかった 
データは得られなかった 
 
 
データは得られなかった 
データは得られなかった 
0.004 µg/kg/day 未満程度 
 
データは得られなかった 
 
データは得られなかった 

 
 
 
最 
大 
 
値 
等 

大 気 
 一般環境大気 
 室内空気 
 
水 質 
 飲料水 
 地下水 
 公共用水域・淡水 
 
食 物 
 
土 壌 

 
データは得られなかった 
データは得られなかった 
 
 
データは得られなかった 
データは得られなかった 
0.1 µg/L 未満程度 (1987) 
 
データは得られなかった 
 
データは得られなかった 

 
データは得られなかった 
データは得られなかった 
 
 
データは得られなかった 
データは得られなかった 
0.004 µg/kg/day 未満程度 
 
データは得られなかった 
 
データは得られなかった 

 
人の一日暴露量の集計結果を表 2.4 に示す。吸入暴露量を算定できるデータはなかった。 

経口暴露については、公共用水域淡水にデータが限られており、主要な暴露経路と考えら

れる食物のデータが得られなかったため、一日暴露量の評価はできなかった。 
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表 2.4 人の一日暴露量 

平   均 予 測 最 大 量   

暴露量(µg/kg/day) 暴露量(µg/kg/day) 
 一般環境大気                大気 

 室内空気              
 飲料水             

 地下水              
 
   水質 

 公共用水域・淡水      0.004       0.004 
   食物              
   土壌   

   経口暴露量合計             
   総暴露量             

注：アンダーラインは不検出データによる暴露量を示す。 

（4） 水生生物に対する暴露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対する暴露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.5 のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡

水域では 0.1 µg/L 未満程度、同海水域では 0.1 µg/L 未満となった。 
 

表 2.5 水質中の濃度 
平    均 最 大 値 等 媒 体 

濃    度 濃   度 

水 質 
  公共用水域・淡水

 
  公共用水域・海水

 
0.1 µg/L 未満程度(1987) 
 
0.1 µg/L 未満(1987) 

               
0.1 µg/L 未満程度(1987) 
 
0.1 µg/L 未満(1987) 

注：公共用水域･淡水は､河川河口域を含む｡ 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響（内分泌かく乱作用に関する

ものを除く）についてのリスク評価を行った。 

（1） 一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 

表 3.1 急性毒性 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口   LD50     ＞ 5 g/kg 1)  
ラット 吸入   LC50   ＞52.8 g/m3 (1hr) 2)  
ウサギ 経皮   LD50     ＞ 2 g/kg (24hr) 1)  

注：（ ）内の時間は暴露時間を示す。 

本物質の急性毒性は低い。ウサギでは、皮膚への刺激性はないが、わずかに目への刺激性

が認められている 1) 。 

② 中・長期毒性  

ア）Sprague-Dawley ラット雄 6 匹を 1 群とし、0、0.62、1.25、2.51 mg/kg/day をコーン油に添

加して 90 日間強制経口投与した結果、すべての暴露群で肝酵素誘導がみられ、一部は試験

終了後から 30～60 日間持続したものの、肝臓の病理組織検査ではすべての暴露群で異常を

認めなかった。肝酵素誘導は健康影響の指標であるとは考えられないため、この結果から、

肝臓に異常の認められなかった最高用量の 2.51 mg/kg/day が NOAEL となる 3) 。 
 注：本物質が 30.7％含まれる市販品を使用。 
イ）Charles River CD ラット雌雄各 35 匹を 1 群とし、0、5、50、500 mg/kg/day を 90 日間混餌

投与した結果、5 mg/kg/day 群では肝臓の絶対及び相対重量の増加、50 mg/kg/day 群ではさ

らに体重増加の抑制と甲状腺の絶対及び相対重量の増加、500 mg/kg/day 群ではさらに腎臓

の絶対及び相対重量の増加、ヘモグロビン、ヘマトクリット値、赤血球数の減少がみられ

た。また、50 mg/kg/day 群で肝細胞の空胞化、硝子滴の蓄積、壊死などもみられた。また、

Sprague-Dawley ラット及び Charles River CD ラットを用いた 28 日間の経口投与試験におい

ても、ほぼ同様の結果を認めた。これらの結果から、NOEL は 5 mg/kg/day であった 1) 。 
 注：DE-79 を使用。 
ウ）Charles River CD ラット雌雄各 5 匹を 1 群とし、0、0.6、3.7、23.9、165.2 mg/m3（微粒子）

を 14 日間（8 時間/日）吸入させた結果、3.7 mg/m3以上の群で肝細胞の変性及び用量に依

存した肝臓相対重量の有意な増加を認めた。23.9 mg/m3 以上の群では広範な肝腫脹、肝細

胞の壊死がみられ、165.2 mg/m3群で肝細胞の壊死は顕著であった。この結果から、NOAEL
は 0.6 mg/m3（暴露状況での補正：0.2 mg/m3）であった 1，4) 。 

 注：DE-79 を使用。 

③ 生殖・発生毒性 

Charles-River Crb:COBS CD (SD) BR ラット雌 25 匹を 1 群とし、0、2.5、10、25 mg/kg/day
をコーン油に添加して妊娠 6 日目から 15 日目に強制経口投与した結果、10 mg/kg/day 群で胎

仔の平均体重の減少がみられ、25 mg/kg/day 群ではさらに母ラットの体重増加の抑制、吸収
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胚の増加、胎仔の心臓肥大や後肢の奇形、骨化の遅れなどがみられた。この結果から、NOEL
は 2.5 mg/kg/day であった 2，5) 。 
注：Sytex 111 を使用。 

Charles-River CD ラット雌 25 匹を 1 群とし、0、2.5、10、25 mg/kg/day を妊娠 6 日目から

15 日目に強制経口投与した結果、10 mg/kg/day 以上の群で有意な吸収胚の増加を認めた。ま

た、10 mg/kg/day 以上の群では、胎仔の臓器や骨格の奇形、骨化の遅れなどがみられたが、

用量に依存した影響ではなかった。この結果から、NOAEL は 2.5 mg/kg/day であった。ただ

し、著者はこれらの数値が対照群での既知の正常範囲に収まることから、生物学的な有意性

については不明だとしている 6) 。 
注：FR-1208 を使用。本物質を 25.3％含む。 

ニュージーランド白ウサギ雌 26 匹を 1 群とし、0、2、5、15 mg/kg/day をコーン油に添加

して妊娠 7 日目から 19 日目に強制経口投与した結果、15 mg/kg/day 群の母ウサギで有意な体

重増加の抑制と肝臓重量の増加を認めた。着床数、胚吸収、胎仔の数や生存数・体重、奇形

などへの影響を認めなかったが、15 mg/kg/day 群の胎仔では、胸骨分節の骨化遅延に有意な

増加を認めた。この他に、5 mg/kg/day 以上の群の胎仔で大静脈後尿管、5 mg/kg/day の群の胎

仔で胸骨分節の融合がみられたが、これらは用量に依存したものではなかった。著者はこの

結果から、母ウサギで影響のみられた 15 mg/kg/day で、胎仔への軽微な影響がみられたとし

ている 7) 。 
注：Sytex 111 を使用。本物質を 33.5％含む。 

④ ヒトへの影響 

ヒトへの影響に関する情報は得られなかった。 

（2） 発がん性 

① 発がん性に関する知見の概要 

発がん性に関する情報は得られなかった。 
不定期 DNA 合成試験、in vitro 細菌試験、チャイニーズハムスター卵巣細胞の姉妹染色分

体交換を含む変異原性試験の結果は、すべて陰性であった 1) 。 

② 発がんリスク評価の必要性 

IARC において評価は行われておらず、現時点においては評価はできない。 

（3） 無毒性量（NOAEL）等の設定 

本物質は多臭素化ジフェニルエーテル同族体の混合物として市販されていたことから、動

物実験等では混合物が本物質として使用されてきた経緯があり、本物質単独の動物実験結果

等がない。このため、ここでは混合物を含む化学物質を本物質とみなして、無毒性量等の設

定を行うこととした。 
経口暴露については、ラットの中・長期毒性試験から得られた NOAEL 2.51 mg/kg/day（肝

臓に異常を認めなかった最高設定用量）とラットの生殖・発生毒性試験から得られた NOAEL 
2.5 mg/kg/day（吸収胚の増加、奇形など）は同程度で、共に信頼性のある最小値であったが、

より小さな無毒性量等となる中・長期毒性試験の NOAEL を採用し、試験期間が 90 日間と短
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］

かいことから 10 で除した 0.25 mg/kg/day を無毒性量等として設定する。 
吸入暴露については、ラットの中・長期毒性試験から得られた NOAEL 0.6 mg/m3（肝臓相

対重量の増加、肝細胞の変性）が信頼性のある最小値であることから同値を採用する。これ

を暴露状況で補正して 0.2 mg/m3とし、試験期間が 14 日間と短いことから 10 で除した 0.02 
mg/m3 を無毒性量等として設定する。 

（4） 健康リスクの初期評価結果 

表 3.2 健康リスクの初期評価結果 
暴露量 

暴露経路 
平均値 予測最大量 

無毒性量等 MOE 

飲料水 － － － 
経口 

地下水 － － 
0.25 mg/kg/day ラット 

－ 
環境大気 － － － 

吸入 
室内空気 － － 

0.02 mg/m3 ラット 
－ 

注：飲料水、地下水とは、経口暴露量のうち、水からの暴露量を求める際に用いた媒体を示す。 

 
 
 
 
本物質については、無毒性量等を設定したものの、経口及び吸入の暴露量が把握されてい

ないため、現時点ではリスクの判定はできない。 
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］

４．生態リスクの初期評価 

生態リスクの初期評価として、水生生物に対する化学物質の影響（内分泌撹乱作用に関す

るものを除く）についてのリスク評価を行った。 

（1） 生態毒性の概要 

本物質の水生生物に対する影響濃度に関する知見の収集を行い、その信頼性を確認したも

のについて生物群、毒性分類別に整理すると表 4.1 のとおりとなる。 
 

表 4.1 生態毒性の概要 
信頼性 

生物種 急性 慢性 
毒性値

[µg/L] 生物名 
ｴﾝﾄﾞﾎﾟｲﾝﾄ

/影響内容

暴露期間

[日] a b c 

Ref.

No. 

藻類 － － － － － － － － － － 

甲殻類 － － － － － － － － － － 

魚類 － － － － － － － － － － 

その他 － － － － － － － － － － 

太字の毒性値は、PNEC 算出の際に参照した知見として本文で言及したもの、下線を付した毒性値は PNEC 算出

の根拠として採用されたものを示す。 
信頼性）ａ：毒性値は信頼できる値である、ｂ：ある程度信頼できる値である、 
        ｃ：毒性値の信頼性は低いあるいは不明 

（2） 予測無影響濃度（PNEC）の設定 

本物質の水生生物に対する影響濃度に関する知見を収集した結果、本物質については信頼

できるデータは得られなかった。 

（3） 生態リスクの初期評価結果 

表 4.2 生態リスクの初期評価結果 

媒体 平均濃度 最大値[95 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ値] 
濃度 
（PEC） 

PNEC PEC/ 
PNEC 比

公共用水域・淡水域 0.1µg/L 未満程度(1987) 0.1µg/L 未満程度(1987) － 水

質 公共用水域・海水域 0.1µg/L 未満(1987) 0.1µg/L 未満(1987) 
－ 
µg/L － 

  注：1）環境中濃度での（  ）内の数値は測点年を示す。  

      2）公共用水域･淡水は､河川河口域を含む｡ 

 
 
 
 
本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度・最大値ともに、淡水域・海水域で 0. 1 µg/L

未満程度であり、検出下限値未満であった。 
予測無影響濃度（PNEC）を算定する十分な情報が得られなかったため、現時点では生態リ

スクの判定はできない。本物質は水溶解度が低く、環境中では主として土壌または底質に存

在することが予測されているものの、難燃剤として用いられていることから、今後は環境中

濃度の測定や生態影響試験実施も含めた情報収集の必要性について検討を行う必要があると

考えられる。 
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